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食品衛生レビュー№14●営業禁停止期間中に営業するのは自殺行為である

　「一昨日、友人同士（家族）で、飲食店で食事をしたが、全員が腹痛、下痢なども起こし、食中毒であるので調査してほしい（多くの場合、飲食店が原因だと断定していることが多いのです）」という内容の電話は、保健所に勤務していた頃、百回以上受けたと思います。その内の20％程度は、症状から考えてまるっきり飲食店とは関係なさそうなので（家庭が原因など）、電話での説明で終わります。20％程度は、ほとんど可能性は無いのですが一応話を聞いてから、飲食店へ電話して、当日のお客の数、問い合わせのあった客が食べた献立の提供数、苦情の有無を聞いて、その結果を苦情者へ説明し終わります。あとの60％が飲食店への現場調査になります。

現場調査へ入る前に、苦情者から数日間の食事の内容、症状を詳しく聞いて検便の必要性を説明してその後、検便容器を届けます。保健所管外の場合には、住所地（勤務先）の保健所へ検便容器を届けることと検査を依頼します。飲食店へは、客数、苦情の有無、他の飲食グループの連絡先、献立の提供数、調理方法、食材の仕入れ・保管状況などの聞き取り調査、食品の残品検査、調理器具の拭き取り検査、従事者の検便検査をします。聞き取り調査だけで終わることもあります。他のグループが管外の場合には、住所地等の保健所へ、関係者の聞き取り調査、検便検査を依頼いたします。

　食中毒の可能性がある場合には、営業者へ自主休業をお願いいたします。自主休業の店頭での張り紙は、次のような「ガス器具点検（ガス管工事）のために、○○日までお休みします」とガスに関係した内容が多かったです。しかしながら、あくまでも自主休業は指導ですので、ほんとに僅かですが営業を続けた飲食店もありました。

　食中毒が確実だと判断した場合には、危害の拡大防止、被害者救済のために、飲食店への営業の禁停止処分を行い報道発表します。しかし、1％以下でも灰色があれば、飲食店の信用という大きな財産を踏みにじることになりますので、危害の拡大防止を努めて、処分は行いません。その結果、食中毒事件として扱われるのは、症状があった問い合わせ全体の数％です。時には極めて食中毒の可能性が高いのですが、他からの発生が無いなどの理由により断定が困難な場合があります。営業施設の再発防止の指導をしてから、営業者、苦情者へ調査結果を説明し了解を得て、有症苦情扱いとします。このような場合でも、治療費等については当事者同士の話し合いですが、営業者が負担することが多いようです。有症苦情事例は、食中毒事件と同じ位かそれ以上あります。

例として、一次会の大衆酒場でで「鶏わさ（調理方法：鶏のささ身を沸騰させたお湯にさっと通し、直ぐ氷水に入れて冷ます）」が提供され、病因物質がカンピロバクターでしたので、典型的な食中毒と考えられました。しかし、他のグループからの届出が無く、二次会のスナックで「鶏の唐揚げ」が提供されていました。そのためスナックでの可能性が完全に否定できなく、大衆酒場に対し再発防止の指導（数日間自主休業をしていました）をして食中毒扱いとせずに有症苦情扱いとしたことがありました。この場合には営業者が治療費を負担したようです。

私自身、何回も「食中毒発生にともなる営業禁止処分ついて（伺い）」という起案（稟議）書を書いたことがあります。営業禁止処分は、営業者の信用という大きな財産を奪うことになりますので、何回も確認しながら緊張感を持って起案書を書きました。

 このように保健所で食中毒が確実だと判断し、営業停止処分したのに、この処分を無視して隠れて営業を行い再び食中毒が発生した事件が、今年4月に大阪府寝屋川市で発生しました。4月5日読売新聞Webの概要はつぎのとおりです。
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大阪府は5日、食中毒による営業停止処分を無視して店に客を入れ、新たな食中毒を発生させたとして、同府寝屋川市の日本料理店Ｋを、営業禁止処分とした。
　府は「処分中の営業は極めて悪質で、聞いたことがない」としており、改善報告書を提出させた上で再開を認めるかを判断する。

府によると、3月29日夕に同店で食事した男女6人が下痢や嘔吐を発症。府は食中毒と断定し、4月2日の1日間だけ営業停止処分とした。しかし、同店はこの日昼に1グループ4人に料理を出し、全員に食中毒症状を発症させた。10人とも症状は軽く、快方に向かっている。いずれも懐石コース料理を食べたというが、原因となる菌やウイルスは特定されていない。　

　同店の経営者は読売新聞の取材に対し、「半月前から予約をもらっており、軽く考えて食事を提供してしまった。客には営業停止を受けていたと伝えておらず、申し訳ないことをした」と話した。
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4月5日の大阪府の報道発表資料によりますと、保健所は3月30日に食中毒様情報を探知して同日調査を開始、4月1日に営業自粛を確認しています。そして、食中毒事件として判断して4月2日のみ1日間の営業停止処分としました。その営業停止処分とした4月2日に昼食を提供して再び食中毒が発生したのです。4月5日現在、原因食品（提供された飲食店料理となっています）の特定がされてなく、病因物質は不明となっていますが、このように不明の場合には、再発防止のために当日提供した調理品、食材の多く（可能性が低い穀類、土の付いたジャガイモ、玉ネギなどは除く）を廃棄処分し、清掃消毒するのが通常です、2日の昼食に営業していますので、残っていた食材を使用したのかもしれません。

食中毒の可能性が考えられる場合には、2、3日は自主休業（もっと長くなる場合もあります）を指導し、調査の結果、食中毒と判断した場合には、営業禁止処分（期間を示さない処分）、営業停止処分（期間を定めた処分）を行います。営業禁止処分の場合には営業禁止解除を受けてから、営業停止処分の場合には期間が満了してから営業再開することとなります。結果的には、それから仕込みに入りますので、実際の営業は営業禁止解除、営業停止処期間満了の翌々日になるのが通常です。

4月14日の大阪府の報道発表資料では、保健所は4月14日に、当該日本料理店Ｋの経営者を食品衛生法違反で寝屋川署に告発しました。併せて営業禁止処分を同日解除しました。
　営業停止処分の期間中に営業をし、再び食中毒を発生させたのですので、告発は当たり前だと思います。無理な営業をしたことにより、営業停止・禁止処分による休業期間が延び、告発では、結果的には略式起訴（罰金刑）となると思いますが、警察での時間的な拘束（事情聴取）は大変だと思います。それ以上に、暖簾（信用）に傷が付いたことによる時間的な影響がもっと大きいと思います。

このように食中毒による営業禁停止期間中に営業をすることは、再発する可能性が大きく考えられます。消費者が食の安全に対し敏感になっている現在、営業者の自殺行為と考えられます。たった1日の営業が、暖簾（信用）に大きな傷が付き、売上額の半減が半年間以上続く原因となるかも知れません。（食品衛生コンサルタント　笈川和男）

